
【表紙】
　
【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成21年５月15日

【四半期会計期間】 第35期第１四半期（自　平成21年１月１日　至　平成21年３月31日）

【会社名】 日本セラミック株式会社

【英訳名】 ＮＩＰＰＯＮ ＣＥＲＡＭＩＣ ＣＯ., ＬＴＤ.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長兼会長　　谷口　義晴

【本店の所在の場所】 鳥取県鳥取市広岡176番地17

【電話番号】 ０８５７－５３－３６００　（代表）

【事務連絡者氏名】 取締役総務部長　米澤　泰

【最寄りの連絡場所】 鳥取県鳥取市広岡176番地17

【電話番号】 ０８５７－５３－３６００　（代表）

【事務連絡者氏名】 取締役総務部長　米澤　泰

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

株式会社大阪証券取引所

（大阪市中央区北浜一丁目８番16号）

 

EDINET提出書類

日本セラミック株式会社(E01988)

四半期報告書

 1/19



第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第35期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第34期

会計期間

自平成21年
　１月１日
至平成21年
　３月31日

自平成20年
　１月１日
至平成20年
12月31日

売上高（百万円） 2,616 16,256

経常利益（百万円） 213 1,772

四半期（当期）純利益（百万円） 124 263

純資産額（百万円） 37,250 36,998

総資産額（百万円） 39,190 38,655

１株当たり純資産額（円） 1,400.031,388.82

１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） 4.87 10.35

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） － －

自己資本比率（％） 90.9 91.4

営業活動によるキャッシュ・フロー（百万円） 1,337 1,814

投資活動によるキャッシュ・フロー（百万円） △1,086 △1,954

財務活動によるキャッシュ・フロー（百万円） △660 △1,012

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高（百万円）  7,404 7,466

従業員数（人） 2,003 2,106

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

　　 

２【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間から事業の種類別セグメントを変更しております。変更の内容につきましては、 「第５

　経理の状況　１．四半期連結財務諸表　注記事項（セグメント情報）」に記載のとおりであります。　

 

３【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

 

４【従業員の状況】

（１）連結会社の状況

 平成21年３月31日現在

従業員数（人）  2,003(571)

（注）従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除く。）であり、臨時雇用者数（パートタイ

マー、アルバイトを含む。）は、当第１四半期連結会計期間の平均人員を（　）外数で記載しております。
 
（２）提出会社の状況

 平成21年３月31日現在

従業員数（人） 270 (3)

（注）従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除く。）であり、臨時雇用者数（パートタイマー、アルバイトを

含む。）は、当第１四半期会計期間の平均人員を（　）外数で記載しております。 
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

（１）生産実績

当第１四半期連結会計期間の生産実績を製品別に示すと次のとおりであります。

製品別
当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

前年同期比（％）

赤外線センサ（百万円） 651 －

超音波センサ（百万円） 374 －

モジュール（百万円） 746 －

フェライト（百万円） 348 －

その他（百万円） 572 －

合計（百万円） 2,692 －

（注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

３．以下の製品別諸表については、主たる事業である電子部材並びにその関連製品の生産、受注及び販売の状況

を記載しております。 
 
（２）受注状況

当第１四半期連結会計期間における受注状況を製品別に示すと次のとおりであります。

製品別 受注高（百万円） 前年同期比（％） 受注残高（百万円） 前年同期比（％）

赤外線センサ 659 － 196 －

超音波センサ 394 － 118 －

モジュール 834 － 251 －

フェライト 314 － 96 －

その他 91 － 69 －

合計 2,295 － 732 －

（注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記の金額には消費税等は含まれておりません。 
 
（３）販売実績

当第１四半期連結会計期間の販売実績を製品別に示すと次のとおりであります。

製品別
当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

前年同期比（％）

赤外線センサ（百万円） 671 －

超音波センサ（百万円） 418 －

モジュール（百万円） 812 －

フェライト（百万円） 349 －

その他（百万円） 363 －

合計（百万円） 2,616 －

（注）上記の金額には消費税等は含まれておりません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等は行われておりません。
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３【財政状態及び経営成績の分析】
文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。 

（１）経営成績の分析

当第１四半期連結会計期間における世界経済は昨年の米大手証券リーマンブラザーズの破綻を契機とする金

融危機が深刻化し、世界同時不況の状況が濃くなって参りました。また、日本国内においても電機・電子業界、自

動車業界、産業機器業界などで大幅な生産調整、設備投資抑制の動きが加速しました。

このような厳しい経営環境は当社グループにつきましても大きな影響があり、受注の確保を進めると共に新製

品の開発を鋭意進めて参りましたが、照明業界向けのモジュール製品は安定して推移したものの、電機業界、自動

車業界への売上高が減少し、当第１四半期の当社グループの売上高は2,616百万円となりました。利益面では売上

高の減少、また、コスト競争の影響から営業利益は85百万円となりました。経常利益は受取利息、為替差益などの

収入から213百万円、補助金の収入などから四半期純利益は124百万円となりました。　

製品別売上の概況は次のとおりであります。

赤外線センサ製品につきましては、景気悪化の中、特に家電向け等国内での需要減が影響し売上高は671百万円

となりました。

超音波センサ製品につきましては、主体であります自動車業界の減産の影響が大きく売上高は418百万円とな

りました。

モジュール製品につきましては、景気状況は厳しいものの省エネへの高まりなどから売上高は812百万円とな

りました。

フェライト製品につきましては、世界的な景気減速から需要が落ち込んでおり売上高は349百万円となりまし

た。

その他の製品につきましては、フェライト製品同様景気減速の影響から、トランス、ホール素子の売上が落ち込

み売上高363百万円となりました。 

所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。

日本につきましては、自動車業界、電機業界などの減産の影響から売上高は1,936百万円、営業利益178百万円と

なりました。

英国につきましては、欧州地域での景気悪化の影響から売上が伸び悩み売上高19百万円、営業損失7百万円とな

りました。

極東・アジアにつきましては、赤外線センサ、フェライトを中心に取り扱いが増加しておりましたが同地域で

も経済状況が悪化、特に中国の成長率鈍化の影響から売上高615百万円、営業利益26百万円となりました。

米国につきましても、米国国内金融危機の影響から経済活動が低下し売上高は45百万円、営業利益は0百万円と

なりました。
　
（２）財政状態の分析 

当第１四半期連結会計期間における流動資産は、前連結会計年度末に比べ501百万円減少し26,721百万円とな

りました。その主な要因は現預金が418百万円増加したものの売上の減少により受取手形・売掛金が924百万円減

少したことなどによります。

固定資産は、前連結会計年度末に比べ1,035百万円増加し12,469百万円となりました。その主な要因は親会社で

の研究所建物完成により建物及び構築物が971百万円増加したことなどによります。

負債合計は、前連結会計年度末に比べ282百万円増加し1,939百万円となりました。その主な要因は支払手形及

び買掛金が342百万円減少しましたが親会社での研究所建物完成などにより未払金が497百万円増加したこと、未

払法人税等が62百万円増加したことなどによります。

純資産合計は、前連結会計期間末に比べ251百万円増加し37,250百万円となりました。その主な要因は利益剰余

金が412百万円減少したこと、為替換算調整勘定が707百万円増加したことなどによります。
 

（３）キャッシュ・フローの状況

当第１四半期連結会計期間の連結キャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。

営業活動によるキャッシュ・フローにつきましては、税金等調整前四半期純利益265百万円、売上債権の減少額

1,000百万円等により1,337百万円の収入となりました。

投資活動によるキャッシュ・フローにつきましては、定期預金の純増額481百万円、親会社での研究所完成によ

る有形固定資産の取得580百万円等により1,086百万円の支出となりました。

財務活動によるキャッシュ・フローにつきましては、親会社による配当金の支払509百万円、少数株主への配当

金支払151百万円等により660百万円の支出となりました。

以上の項目に換算差額を調整した結果、当第１四半期末の現金及び現金同等物の残高は62百万円減少し7,404百

万円となりました。
 

（４）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。
 
（５）研究開発活動

当第１四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は56百万円であります。

なお、当第１四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
（１）主要な設備の状況

当第１四半期連結会計期間において、新たに当社グループの主要な設備となったものは、次のとおりでありま

す。

提出会社

事業所名
(所在地)

主要な事業
の内容

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(人)

建物及び
構築物

機械装置
及び運搬
具

土地
(面積㎡)

その他 合計

先進技術開発研究所

（鳥取県鳥取市）

ＭＥＭＳ技術

による生産及

び研究開発

生産設備、
研究開発設
備

951 －
207

（5,777.72）
－ 1,159 －

（注）帳簿価額のうち「その他」は、工具器具及び備品の合計であります。

なお、金額には消費税等は含まれておりません。
 
（２）設備の新設、除却等の計画

当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な

変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。  
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 80,000,000

計 80,000,000

 
②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成21年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年５月15日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 26,312,402 26,312,402
東京証券取引所
大阪証券取引所 
各市場第一部 

単元株式数は100株

であります。

計 26,312,402 26,312,402 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。
 
（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 
（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成21年１月１日～

平成21年３月31日 
－ 26,312,402 － 10,241 － 11,854

 

（５）【大株主の状況】

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。
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（６）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成20年12月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。
 

①【発行済株式】

 平成20年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 　　 862,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式   25,409,100 254,091 －

単元未満株式 普通株式    　 41,302 － －

発行済株式総数 26,312,402 － －

総株主の議決権 － 254,091 －

 
②【自己株式等】

 平成20年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

日本セラミック株式会社 鳥取市広岡176番地17 862,038 － 862,038 3.27

計 － 862,038 － 862,038 3.27

（注）当第１四半期末現在の自己株式数は862,222株であります。

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成21年１月 ２月 ３月

最高（円） 945 920 1,120

最低（円） 765 824 860

（注）最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第一部におけるものであります。

 

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。
 
（１）新任役員

該当事項はありません。 
 
（２）退任役員

該当事項はありません。
 
（３）役職の異動

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

代表取締役専務 － 専務取締役 － 谷口　真一 平成21年３月27日

（注）代表取締役専務　谷口　真一は、代表取締役社長　谷口　義晴の長男であります。 
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結累計期間（平成21年１月１日から平

成21年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、優成監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年３月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 14,262 13,844

受取手形及び売掛金 3,538 4,463

有価証券 4,184 4,155

商品 121 94

製品 1,515 1,665

原材料 989 965

仕掛品 1,627 1,630

貯蔵品 47 37

その他 438 373

貸倒引当金 △5 △6

流動資産合計 26,721 27,222

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 4,591 3,620

機械装置及び運搬具（純額） 1,770 1,756

土地 2,562 2,562

建設仮勘定 572 581

その他（純額） 283 283

有形固定資産合計 ※1, ※2
 9,779

※1
 8,805

無形固定資産

その他 446 421

無形固定資産合計 446 421

投資その他の資産

投資有価証券 1,816 1,790

長期貸付金 270 271

その他 609 594

貸倒引当金 △453 △449

投資その他の資産合計 2,242 2,206

固定資産合計 12,469 11,433

資産合計 39,190 38,655
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年３月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 549 891

未払法人税等 200 138

引当金 29 24

その他 1,066 510

流動負債合計 1,845 1,564

固定負債

引当金 93 91

負ののれん 0 1

固定負債合計 94 92

負債合計 1,939 1,657

純資産の部

株主資本

資本金 10,241 10,241

資本剰余金 12,033 12,033

利益剰余金 14,748 15,160

自己株式 △1,146 △1,146

株主資本合計 35,878 36,290

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 13 23

為替換算調整勘定 △261 △968

評価・換算差額等合計 △247 △945

少数株主持分 1,619 1,652

純資産合計 37,250 36,998

負債純資産合計 39,190 38,655
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（２）【四半期連結損益計算書】
（第１四半期連結累計期間）

（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年３月31日)

売上高 2,616

売上原価 2,124

売上総利益 491

販売費及び一般管理費 ※1
 405

営業利益 85

営業外収益

受取利息 72

受取配当金 0

有価証券売却益 0

負ののれん償却額 0

持分法による投資利益 0

為替差益 55

その他 8

営業外収益合計 138

営業外費用

休止固定資産減価償却費 9

その他 0

営業外費用合計 10

経常利益 213

特別利益

貸倒引当金戻入額 2

補助金収入 51

特別利益合計 53

特別損失

固定資産売却損 ※2
 0

固定資産除却損 ※3
 1

特別損失合計 1

税金等調整前四半期純利益 265

法人税、住民税及び事業税 181

法人税等調整額 △63

法人税等合計 118

少数株主利益 23

四半期純利益 124
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 265

減価償却費 204

貸倒引当金の増減額（△は減少） 2

賞与引当金の増減額（△は減少） 18

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △13

退職給付引当金の増減額（△は減少） 2

受取利息及び受取配当金 △72

固定資産除却損 1

補助金収入 △51

売上債権の増減額（△は増加） 1,000

たな卸資産の増減額（△は増加） 209

仕入債務の増減額（△は減少） △293

その他 34

小計 1,309

利息及び配当金の受取額 84

補助金の受取額 51

法人税等の支払額 △107

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,337

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △4,589

定期預金の払戻による収入 4,107

有価証券の取得による支出 △27

有価証券の売却による収入 3

有形固定資産の取得による支出 △580

その他 0

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,086

財務活動によるキャッシュ・フロー

配当金の支払額 △509

少数株主への配当金の支払額 △151

その他 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △660

現金及び現金同等物に係る換算差額 348

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △62

現金及び現金同等物の期首残高 7,466

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 7,404
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

１．会計処理基準に関する事

項の変更

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法の変更

たな卸資産

当第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計

基準第９号　平成18年７月５日）が適用されたことに伴い、主として移動平均法によ

る低価法から主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法）により算定しております。

　この変更に伴う損益への影響はありません。

(2) 「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適

用

当第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処

理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第18号　平成18年５月17日）を適用してお

ります。

この変更に伴う当第１四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。

(3) リース取引に関する会計基準の適用

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりましたが、「リース取引に関する会計基準」（企業会

計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改

正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会　会計制度委員会）、平成19年３月30

日改正））が平成20年４月１日以後開始する連結会計年度に係る四半期連結財務諸

表から適用することができることになったことに伴い、当第１四半期連結会計期間か

らこれらの会計基準等を適用し、通常の売買取引に係る会計処理によっております。

また、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方法に

ついては、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しておりま

す。

この変更による、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響

はありません。

なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
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【簡便な会計処理】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

１．棚卸資産の評価方法 当第１四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、前

連結会計年度末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定する方法に

よっております。 

また、棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについて

のみ正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっております。 

２．固定資産の減価償却費の算定方

法

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を

期間按分して算定する方法によっております。

３．連結会社相互間の債権債務及び

取引の相殺消去

当該債権の額と債務の額に差異がある場合には、合理的な範囲内で当該差異の

調整を行わないで債権と債務を相殺消去しております。

取引金額に差異がある場合で、当該差異に重要性が乏しい場合には、親会社にあ

わせる方法により相殺消去しております。 

４．未実現損益の消去 四半期連結会計期間末在庫高に占める当該棚卸資産の金額及び当該取引にかか

る損益率を合理的に見積もって計算しております。

 

 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

該当事項はありません。 

 

 

【追加情報】

当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

（有形固定資産の耐用年数の変更）

当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、有形固定資産の耐用年数を見直した結果、機械装置について耐用

年数を変更しております。なお、この変更に伴う当第１四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
（平成21年３月31日）

前連結会計年度末
（平成20年12月31日）

※１．有形固定資産の減価償却累計額は12,618百万円であ
ります。　 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は11,709百万円であ
ります。

※２．有形固定資産に含めて表示している休止固定資産は
次のとおりであります。

建物 441百万円
機械装置及び運搬具 39百万円

計 481百万円

※２．―――― 
 
 
 
 

　３．偶発債務
(協)鳥取鉄工センター組合員の借入に対する債務保
証（連帯保証）は次のとおりであります。

安田精工㈱ 7百万円
松田安正（松田安鉄工所） 9百万円

計 16百万円

　３．偶発債務
(協)鳥取鉄工センター組合員の借入に対する債務保
証（連帯保証）は次のとおりであります。

安田精工㈱ 7百万円
松田安正（松田安鉄工所） 9百万円

計 16百万円

 

（四半期連結損益計算書関係）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。
発送配達費 41百万円
給料・手当 117百万円
減価償却費 40百万円
研究開発費 56百万円
※２．固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。
機械装置及び運搬具 0百万円
※３．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。
機械装置及び運搬具 0百万円
その他（工具器具及び備品） 0百万円
計 1百万円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係
（平成21年３月31日現在）

 （百万円）
現金及び預金勘定 14,262 
有価証券勘定 4,184 
預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △8,691 
株式及び償還期間が３ヶ月を超える債券等 △2,351 
現金及び現金同等物 7,404 
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（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成21年３月31日）及び当第１四半期連結累計期間（自　平成21年１月１日　至　

平成21年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数　　　　普通株式　26,312千株 

２．自己株式の種類及び株式数　　　　普通株式　　 862千株 

３．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年２月13日取締役会普通株式 509 20平成20年12月31日平成21年３月30日利益剰余金

(2) 基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間

末後となるもの

該当事項はありません。

 

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間（自　平成21年１月１日　至　平成21年３月31日）

当社グループの事業区分は単一であるため、事業の種類別セグメントの記載を省略しております。
 

（注）事業区分の変更

当社グループの事業区分については、従来、「赤外線センサ」と「超音波センサ」、「モジュール」、

「フェライト」、「その他」の５事業区分としていましたが、当第１四半期連結累計期間よりこれらを統

合して「電子部材並びにその関連製品の開発製造販売」として単一セグメントに変更しました。

この変更は当社製品群の進化と共に単純な部品の製造販売から、それぞれの部品を組み合わせて集約化

した製品の提供により販売市場の類似性も高くなっており、その様な状況の中で、生産体制についてもよ

り柔軟に対応できるような弾力性を必要としていることから、製品の同一性及び市場の類似性に基いて当

社グループの事業を一体として捉えることがより合理的であり、かつ、実態に即しているとの判断による

ものであります。

 

【所在地別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間（自　平成21年１月１日　至　平成21年３月31日）

 
日本

（百万円）
英国

（百万円）
アジア
（百万円）

米国
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高        
(1)外部顧客に対
する売上高

1,936 19 615 45 2,616 － 2,616

(2)セグメント間
の内部売上高
又は振替高

263 － 1,132 － 1,396 △1,396 －

計 2,200 19 1,747 45 4,012 △1,396 2,616
営業利益
（△は損失） 

178 △7 26 0 198 △112 85

　（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

２．本邦以外の区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。

アジア ……… 中国、フィリピン

 

【海外売上高】

当第１四半期連結累計期間（自　平成21年１月１日　至　平成21年３月31日）

 欧州 極東、アジア 北南米 計
Ⅰ　海外売上高（百万円） 118 663 477 1,258
Ⅱ　連結売上高（百万円）    2,616
Ⅲ　連結売上高に占める海外売上
高の割合（％）

4.5 25.4 18.3 48.2

　（注）１．地域は地理的近接度により区分しております。

２．各区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。

(1) 欧州 …… ドイツ、イギリス、イタリア、ポルトガル等

(2) 極東、アジア …… 中国、台湾、タイ、マレーシア等

(3) 北南米 …… アメリカ、カナダ、ブラジル

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 
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（有価証券関係）

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動があり

ません。 

  

（デリバティブ取引関係）

当社グループはデリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。

 

（ストック・オプション等関係）

当第１四半期連結会計期間（自　平成21年１月１日　至　平成21年３月31日）

該当事項はありまん。 

 

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成21年３月31日）

前連結会計年度末
（平成20年12月31日）

１株当たり純資産額 1,400.03円
 

１株当たり純資産額 1,388.82円
 

　（注）１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第１四半期連結会計期間末
（平成21年３月31日）

前連結会計年度末
（平成20年12月31日）

純資産の部の合計額（百万円） 37,250 36,998

純資産の部の合計額から控除する金額
（百万円）

1,619 1,652

（うち少数株主持分） (1,619) (1,652)

普通株式に係る四半期末（期末）の純資産額
（百万円）

35,630 35,345

１株当たり純資産額の算定に用いられた四半期末
（期末）の普通株式の数（千株）

25,450 25,450

 
２．１株当たり四半期純利益金額等

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

１株当たり四半期純利益金額 4.87円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 
 
　（注）１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

四半期純利益（百万円） 124

普通株主に帰属しない金額（百万円） －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 124

期中平均株式数（千株） 25,450

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

（リース取引関係）

リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じて処理を行っておりますが、当四半期連結会計期間におけるリース取引残高は、前連結会計

年度末に比べて著しい変動が認められないため、記載しておりません。

 

  

２【その他】

該当事項はありません。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 

該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

平成21年５月15日

日 本 セ ラ ミ ッ ク 株 式 会 社

取　締　役　会　　御　中
 

優　成　監　査　法　人

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 加 藤　善 孝　　印

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 本 間　洋 一　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本セラミック株式

会社の平成21年１月１日から平成21年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間（平成21年１月１日から平

成21年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連

結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本セラミック株式会社及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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